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(57)【要約】
【課題】電磁波タグが外部と行う送受信状態を適宜変更
することができる電磁波タグを提供すること。
【解決手段】電磁波を用いて外部と送受信を行うための
アンテナ部１６と、電磁波を妨害する妨害部１７と、を
備える電磁波タグ６であって、アンテナ部１６と妨害部
１７とは、互いに近接して妨害部１７が電磁波を妨害す
る妨害位置と、互いに離間して妨害部１７が電磁波を妨
害しない非妨害位置と、の間で、可動されるようになっ
ている。
【選択図】図４
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電磁波を用いて外部と送受信を行うためのアンテナ部と、前記電磁波を妨害する妨害部
と、を備える電磁波タグであって、
　前記アンテナ部と前記妨害部とは、互いに近接して前記妨害部が前記電磁波を妨害する
妨害位置と、互いに離間して前記妨害部が前記電磁波を妨害しない非妨害位置と、の間で
、可動されるようになっていることを特徴とする電磁波タグ。
【請求項２】
　前記妨害位置では、前記アンテナ部による電磁波の送受信が不能になり、前記非妨害位
置では、前記アンテナ部による電磁波の送受信が可能になることを特徴とする請求項１に
記載の電磁波タグ。
【請求項３】
　前記妨害位置では、前記アンテナ部から送信される電磁波が変調されるようになり、前
記非妨害位置では、前記アンテナ部から送信される電磁波が変調されないようになってい
ることを特徴とする請求項１に記載の電磁波タグ。
【請求項４】
　前記妨害部は、前記アンテナ部を遮蔽する金属性材料で形成されていることを特徴とす
る請求項１ないし３のいずれかに記載の電磁波タグ。
【請求項５】
　前記妨害部を前記アンテナ部から離間させる方向に付勢する付勢手段を備えることを特
徴とする請求項１ないし４のいずれかに記載の電磁波タグ。
【請求項６】
　前記アンテナ部と前記妨害部とが、互いに連結される連結部を介して揺動可能となって
いることを特徴とする請求項１ないし５のいずれかに記載の電磁波タグ。
【請求項７】
　前記妨害部と前記アンテナ部とが互いに近接する方向に外力が加わらない状態において
、前記アンテナ部と前記妨害部とがなす角度を、直角以下の角度に維持する維持手段を備
えることを特徴とする請求項６に記載の電磁波タグ。
【請求項８】
　前記妨害部が、山折り或いは谷折りに折り曲げられていることを特徴とする請求項１な
いし７のいずれかに記載の電磁波タグ。
【請求項９】
　前記アンテナ部には、貼付対象となる金属製物品に貼り付けられる貼付面が形成されて
おり、該貼付面には、磁性部材が設けられていることを特徴とする請求項１ないし８のい
ずれかに記載の電磁波タグ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電磁波を用いて外部と送受信を行うためのアンテナ部と、前記電磁波を妨害
する妨害部と、を備える電磁波タグに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、無線周波数識別技術を利用した非接触式の電子タグ（電磁波タグ）があり、この
電子タグを物品等に貼り付け、タグリーダを用いて電子タグに記憶された情報を読み取る
ことで、各々の物品等を管理できるようにしている。このような電子タグを金属製物品に
貼り付けると、タグリーダから出力された磁力線により金属製物品内部に渦電流が発生し
、この渦電流によって電子タグとタグリーダとの通信が不能になってしまうため、電子タ
グを折り曲げられる貼付部を有するタグ基材に装着し、貼付部を金属製物品に貼り付ける
ことで、電子タグを金属製物品の表面から離した状態で取り付けられるようにしている電
子タグなどがある（例えば、特許文献１参照）。
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【０００３】
【特許文献１】特開２００７－１７１３０１号公報（第５頁、第３図）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、特許文献１に記載の電子タグ（電磁波タグ）にあっては、タグリーダか
ら出力される磁力線を利用して電子タグのアンテナコイルが発電を行い、電子タグ内部の
回路に電力を供給するようになっているため、タグリーダの読取可能範囲にある全ての電
子タグが、タグリーダと通信を行ってしまうので、タグリーダの読取可能範囲に複数配置
された電子タグのうち、読み取る必要がない電子タグの情報もタグリーダが読み取ってし
まうという問題がある。
【０００５】
　本発明は、このような問題点に着目してなされたもので、電磁波タグが外部と行う送受
信状態を適宜変更することができる電磁波タグを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　前記課題を解決するために、本発明の請求項１に記載の電磁波タグは、
　電磁波を用いて外部と送受信を行うためのアンテナ部と、前記電磁波を妨害する妨害部
と、を備える電磁波タグであって、
　前記アンテナ部と前記妨害部とは、互いに近接して前記妨害部が前記電磁波を妨害する
妨害位置と、互いに離間して前記妨害部が前記電磁波を妨害しない非妨害位置と、の間で
、可動されるようになっていることを特徴としている。
　この特徴によれば、アンテナ部と妨害部とが、妨害位置と非妨害位置との間で可動する
ことにより、電磁波タグが妨害位置にあるときと非妨害位置にあるときとで、アンテナ部
が発する電磁波の伝播状態が異なるようになり、アンテナ部と妨害部との可動によって電
磁波タグが外部と行う送受信状態を適宜変更することができる。
　尚、本発明の電磁波タグとは、ＩＣチップ部と、該ＩＣチップ部に記憶された情報を電
磁波を用いて送受信するためのアンテナ部と、を備える電子タグを含むとともに、電磁波
を用いて外部と送受信を行うためのアンテナ部と、外部から照射される電磁波の磁束の変
化により誘導起電力が前記アンテナ部に生じた際に該電力を蓄電するコンデンサ部と、を
備える共振タグを含む。
【０００７】
　本発明の請求項２に記載の電磁波タグは、請求項１に記載の電磁波タグであって、
　前記妨害位置では、前記アンテナ部による電磁波の送受信が不能になり、前記非妨害位
置では、前記アンテナ部による電磁波の送受信が可能になることを特徴としている。
　この特徴によれば、妨害部をアンテナ部に近接させれば、電磁波タグがタグリーダの読
取可能範囲にあっても、該電磁波タグをタグリーダに読み取らせないようにでき、かつ妨
害部をアンテナ部から離間させれば、該電磁波タグをタグリーダに読み取らせることがで
き、タグリーダの読取可能範囲にある読取不要な電磁波タグの情報をタグリーダに読み取
させないようにできる。また、アンテナ部と妨害部との近接または離間を電磁波の送受信
状態により識別することで、電磁波タグをスイッチやセンサ等の代替品として使用するこ
とができる。
【０００８】
　本発明の請求項３に記載の電磁波タグは、請求項１に記載の電磁波タグであって、
　前記妨害位置では、前記アンテナ部から送信される電磁波が変調されるようになり、前
記非妨害位置では、前記アンテナ部から送信される電磁波が変調されないようになってい
ることを特徴としている。
　この特徴によれば、妨害部をアンテナ部に近接させれば、アンテナ部から発せられる電
磁波が妨害部により妨害されてその周波数が変調されるようになり、タグリーダにより電
磁波タグの周波数の変調を読み取ることで、電磁波タグのアンテナ部と妨害部とが互いに
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近接しているか離間しているかを識別できるようになる。このようにアンテナ部と妨害部
との近接または離間を識別することで、電磁波タグをスイッチやセンサ等の代替品として
使用することができる。
【０００９】
　本発明の請求項４に記載の電磁波タグは、請求項１ないし３のいずれかに記載の電磁波
タグであって、
　前記妨害部は、前記アンテナ部を遮蔽する金属性材料で形成されていることを特徴とし
ている。
　この特徴によれば、電磁波は少量の金属性材料であっても容易に妨害できるため、この
金属性材料を用いることによって容易に薄くて軽量な妨害部を形成することができる。
【００１０】
　本発明の請求項５に記載の電磁波タグは、請求項１ないし４のいずれかに記載の電磁波
タグであって、
　前記妨害部を前記アンテナ部から離間させる方向に付勢する付勢手段を備えることを特
徴としている。
　この特徴によれば、電磁波タグに対して外力が加わらない状態では、付勢手段により自
動的に電磁波タグを送受信可能状態とすることができる。
【００１１】
　本発明の請求項６に記載の電磁波タグは、請求項１ないし５のいずれかに記載の電磁波
タグであって、
　前記アンテナ部と前記妨害部とが、互いに連結される連結部を介して揺動可能となって
いることを特徴としている。
　この特徴によれば、連結部を介する揺動という簡素な構成により、妨害部をアンテナ部
から離間させたり、妨害部をアンテナ部に近接させたりできる電磁波タグを容易に製作で
きる。
【００１２】
　本発明の請求項７に記載の電磁波タグは、請求項６に記載の電磁波タグであって、
　前記妨害部と前記アンテナ部とが互いに近接する方向に外力が加わらない状態において
、前記アンテナ部と前記妨害部とがなす角度を、直角以下の角度に維持する維持手段を備
えることを特徴としている。
　この特徴によれば、物品等が電磁波タグに当接された際に、妨害部とアンテナ部とが互
いに近接する方向に外力を加え易くなり、電磁波タグを送受信不能状態とすることができ
、電磁波タグを外力により作動するスイッチやセンサ等の代替品として使用することがで
きる。
【００１３】
　本発明の請求項８に記載の電磁波タグは、請求項１ないし７のいずれかに記載の電磁波
タグであって、
　前記妨害部が、山折り或いは谷折りに折り曲げられていることを特徴としている。
　この特徴によれば、妨害部がアンテナ部から離間されたときに、アンテナ部と妨害部と
の離間幅、すなわち電磁波タグの厚みを小さく構成することでき、コンパクトな電磁波タ
グを提供することができる。
【００１４】
　本発明の請求項９に記載の電磁波タグは、請求項１ないし８のいずれかに記載の電磁波
タグであって、
　前記アンテナ部には、貼付対象となる金属製物品に貼り付けられる貼付面が形成されて
おり、該貼付面には、磁性部材が設けられていることを特徴としている。
　この特徴によれば、アンテナ部と金属製物品との間に磁性部材が配置されることで、タ
グリーダから出力される磁力線が磁性部材により遮蔽され、金属製物品に磁力線による渦
電流が発生することを防止できる。そのため電磁波タグを金属製物品に貼り付けても、電
磁波タグとタグリーダとの通信が可能になり、電磁波タグを金属製物品に貼り付けて使う
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ことができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１５】
　本発明に係る電磁波タグを実施するための最良の形態を実施例に基づいて以下に説明す
る。
【実施例１】
【００１６】
　本発明の実施例を図面に基づいて説明すると、先ず図１は、実施例１における商品陳列
棚を示す斜視図であり、図２は、商品陳列棚の棚板を示す縦断側面図であり、図３は、商
品陳列棚の棚板を示す横断平面図であり、図４は、陳列部用電子タグを示す斜視図であり
、図５は、陳列部用電子タグの妨害部の上下揺動を示す側面図であり、図６（ａ）は、陳
列部用電子タグ上に商品が載置された状態を示す斜視図であり、図６（ｂ）は、陳列部用
電子タグ上の商品が取り除かれた状態を示す斜視図であり、図７は、商品陳列装置のシス
テム構成を示すブロック図であり、図８は、現在状態テーブルを示す図であり、図９は、
商品陳列棚の管理画面を示す図であり、図１０は、履歴テーブルを示す図であり、図１１
は、管理制御回路で行われる更新処理のフローチャートである。以下、図２及び図５の紙
面左方側を商品陳列棚の正面側（前方側）とし、図３の紙面下方側を商品陳列棚の正面側
（前方側）として説明する。
【００１７】
　図１の符号１は、本発明の商品陳列装置を構成する商品陳列棚１と管理コンピュータ２
である。この商品陳列棚１及び管理コンピュータ２は、主にスーパーマーケットやコンビ
ニエンスストア等の商品販売店舗等に設置され、商品陳列棚１に陳列された加工食品や生
鮮食品等の商品３の有無を管理コンピュータ２を用いて管理するようになっている。
【００１８】
　図１に示すように、商品陳列棚１には、複数段（本実施例では５段）の棚板４が配置さ
れ、この棚板４は、スチール材（金属製物品）等の金属部材により形成されている。尚、
棚板４の左右に配置される側板５も金属部材により形成されている。
【００１９】
　棚板４の上面には、複数の商品３が陳列されるようになっている。また、棚板４の上面
には、複数の陳列部用電子タグ６（ＲＦＩＤタグ，電磁波タグ）が貼り付けられており、
この陳列部用電子タグ６は、棚板４の上面において商品３が配置される位置に対応して取
り付けられている。
【００２０】
　図２に示すように、商品陳列棚１の背面板７の内部には、各々の棚板４に対応してタグ
リーダ８が設けられている。このタグリーダ８は、電磁波（電波）を用いて棚板４に取り
付けられた陳列部用電子タグ６と通信可能となっている。棚板４及び側板５が金属部材に
より構成されているため、１つのタグリーダ８の電磁波の拡散範囲、すなわちタグリーダ
８の読取可能範囲は、１つの棚板４の上面側のみの範囲となっている。
【００２１】
　また、最下段の棚板４の内部には、各タグリーダ８を制御する棚制御回路９が設けられ
ている。更に、タグリーダ８と棚制御回路９とは、接続ケーブル１０を介して接続されて
おり、この接続ケーブル１０を介してタグリーダ８に制御信号を伝達したり電力を供給し
たりするようになっている。
【００２２】
　尚、図１に示すように、棚制御回路９は、商品陳列棚１の外方に延設される接続ケーブ
ル１１を介して管理コンピュータ２と接続されるとともに、電源ケーブル１２を介して屋
内のコンセント等の外部電源から電力を供給されている（図７参照）。
【００２３】
　図３に示すように、棚板４に配置された陳列部用電子タグ６は、各々の陳列部用電子タ
グ６同士を結ぶ仮想線αが平面視で格子形状をなすように、行方向及び列方向に並んで配
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置されている。陳列部用電子タグ６の取付位置は、商品３の配置位置と対応しており、１
つの商品３が１つの陳列部用電子タグ６に上方から載置（陳列）されるようになっている
。
【００２４】
　図４及び図５に示すように、陳列部用電子タグ６は、情報が記憶されたＩＣチップ１４
と、このＩＣチップ１４に記憶された情報を電磁波を用いて送受信するためのコイルアン
テナ１５と、を有する略シート状をなすアンテナ部１６を備えており、このアンテナ部１
６とタグリーダ８が電磁波を用いて通信可能となっている。
【００２５】
　尚、陳列部用電子タグ６のＩＣチップ１４には、該当する陳列部用電子タグ６に固有に
付与された陳列部タグＩＤや、該当する陳列部用電子タグ６が取り付けられた棚板４にお
ける取付位置に関する取付位置情報や、後述するように陳列部用電子タグ６上に載置され
る商品３の商品名等の商品３に関する商品情報などが記憶されている。
【００２６】
　具体的には、タグリーダ８から照射された電磁波によりコイルアンテナ１５が電磁誘導
により発電を行い、ＩＣチップ１４を稼動させるとともに、コイルアンテナ１５を用いて
電磁波をタグリーダ８に向けて照射できるようになっており、ＩＣチップ１４の情報を非
接触方式（無線方式）でタグリーダ８によって読み取るパッシブ型のＲＦＩＤタグが用い
られている。
【００２７】
　また、アンテナ部１６の上面側には、アンテナ部１６とタグリーダ８との通信に用いら
れる電磁波を妨害する妨害部１７が設けられている。この妨害部１７は、合成樹脂等の材
質で形成されたシート基材１８に電磁波遮蔽シート１９が貼り付けられており、シート基
材１８の一部を折曲して折曲部２０を形成し、この折曲部２０をアンテナ部１６に貼り付
けることで、妨害部１７がアンテナ部１６と連結されている。
【００２８】
　尚、この折曲部２０を軸として妨害部１７は、揺動移動されるようになっており、折曲
部２０が本実施例における連結部を構成している。図６（ａ）に示すように、妨害部１７
の上方から商品３が陳列部用電子タグ６上に載置されることで、妨害部１７が揺動移動さ
れるようになっている。このとき妨害部１７がアンテナ部１６に接触（近接）して妨害部
１７がアンテナ部１６の全範囲を覆うことで、妨害部１７により電磁波が遮蔽されるよう
になり、アンテナ部１６とタグリーダ８との間で、電磁波を用いた通信が不可能になる。
【００２９】
　更に尚、電磁波遮蔽シート１９は、アルミニウム箔等の電磁波を遮蔽し易い材質である
金属性材料によって形成されている。電磁波は少量の金属性材料であっても容易に妨害で
きるため、この金属性材料を用いることによって容易に薄くて軽量な妨害部１７を形成す
ることができる。
【００３０】
　図５に示すように、妨害部１７がアンテナ部１６から離間された状態が、本実施例にお
ける送受信可能位置（非妨害位置）となっており、この送受信可能位置では、アンテナ部
１６とタグリーダ８とが電磁波を用いて通信可能な状態となっている。また、妨害部１７
がアンテナ部１６に近接する方向に揺動移動され、妨害部１７がアンテナ部１６に近接ま
たは接触される状態が、本実施例における送受信不能位置（妨害位置）となっており、こ
の送受信不能位置では、アンテナ部１６とタグリーダ８とが電磁波を用いて通信不可能な
状態となる。
【００３１】
　また、アンテナ部１６はその下面側が、棚板４に貼り付けるための貼付面２１となって
おり、この貼付面２１には、本実施例における磁性部材としての磁性シート２２が設けら
れている。一般的にＲＦＩＤタグは金属製物品に貼り付けられると、タグリーダ８から出
力される磁力線が金属製物品内部に渦電流を生じさせ、この渦電流によりＲＦＩＤタグと
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タグリーダ８との通信を不能にしてしまう。
【００３２】
　しかしながら、本実施例では、アンテナ部１６と金属製物品としての棚板４との間に磁
性シート２２が配置されることで、タグリーダ８から出力される磁力線が磁性シート２２
により遮蔽され、棚板４内部に磁力線による渦電流が発生することを防止できる。そのた
め陳列部用電子タグ６を棚板４に貼り付けても、陳列部用電子タグ６とタグリーダ８との
通信が可能になり、陳列部用電子タグ６を棚板４に貼り付けて使うことができる。
【００３３】
　尚、本実施例におけるアンテナ部１６は、平面視で正方形状をなすとともに、妨害部１
７もアンテナ部１６と同一形状及び同一寸法に形成されている。更に、磁性シート２２も
アンテナ部１６と同一形状をなすとともに、この磁性シート２２の寸法は、アンテナ部１
６の寸法よりも若干大きくなっている。
【００３４】
　図５及び図６（ｂ）に示すように、陳列部用電子タグ６上から商品３が取り除かれると
、シート基材１８が有する復元力により、妨害部１７がアンテナ部１６から離間される方
向に揺動移動される。このときアンテナ部１６とタグリーダ８との間で、電磁波を用いた
通信が可能になる。尚、シート基材１８が有する復元力が本実施例における付勢手段を構
成している。
【００３５】
　また、陳列部用電子タグ６に外力が加わっていない状態、すなわち妨害部１７に商品３
が載置されていない状態で、アンテナ部１６と妨害部１７とのなす角度θは、シート基材
１８が有する復元力によって、直角以下の角度を維持するようになっている。尚、本実施
例では、シート基材１８が維持手段を構成している。
【００３６】
　尚、本実施例で使用されている陳列部用電子タグ６は、商品陳列棚１に商品３の陳列を
行う店員が、商品陳列棚１の正面から各棚板４に商品３を陳列しやすいように、折曲部２
０が正面側を向くように配置されている（図２及び図５参照）。更に尚、陳列部用電子タ
グ６の折曲部２０が背面側を向くように配置してもよく、折曲部２０を背面側に向ければ
、客が商品陳列棚１の正面から各棚板４に載置された商品３を取り出し易くなる。
【００３７】
　本実施例における商品陳列装置のシステム構成を説明する。図７に示すように、管理コ
ンピュータ２は、現在の商品管理の状態などを表示する管理画面を有する表示部２３と、
管理者が管理コンピュータ２に対して入力操作するための入力部２４と、各種データベー
スが記憶された記憶部２５と、現在時刻を計時するＲＴＣ２６（リアルタイムクロック）
と、これら管理コンピュータ２内部の装置類を制御するための管理制御回路２７と、を有
している。
【００３８】
　商品陳列棚１は、各棚板４の上面に取り付けられた複数の陳列部用電子タグ６と、各々
の棚板４の陳列部用電子タグ６に記憶された情報を読み取るタグリーダ８と、各タグリー
ダ８を制御するための棚制御回路９と、を有している。棚制御回路９は所定時間毎にタグ
リーダ８を作動させて、繰り返し陳列部用電子タグ６から情報を読み取るようにしている
。棚制御回路９は、タグリーダ８を作動させる毎に、タグリーダ８を用いて陳列部用電子
タグ６から読み取った情報を読取情報として、管理コンピュータ２に送信するようになっ
ている。
【００３９】
　尚、管理コンピュータ２は、接続ケーブル１１を介して商品陳列棚１の棚制御回路９と
接続されるとともに、電源ケーブル１３を介して屋内のコンセント等の外部電源から電力
を供給されている。また、管理コンピュータ２の記憶部２５には、図８及び図１０に示す
ように、棚板４に配置されている陳列部用電子タグ６の現在状態を登録する現在状態テー
ブルと、どの棚板４に陳列した商品３が手に取られたかを登録する履歴テーブルが記憶さ
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れている。
【００４０】
　図８に示すように、現在状態テーブルには、各商品陳列棚１の番号と、該商品陳列棚１
における棚板４の各段に対応付けて、該当する棚板４に取り付けられた陳列部用電子タグ
６の陳列部タグＩＤと、該当する陳列部用電子タグ６に記憶された情報を、タグリーダ８
を用いて読み取れるか否かを示す読取状態の項目が設けられている。
【００４１】
　尚、各棚板４毎に配置されたタグリーダ８は、該当する棚板４に取り付けられた陳列部
用電子タグ６のみの情報を読み取るようになっているため、該当するタグリーダ８から読
み取られた読取情報は、商品陳列棚１における棚板４の各段に対応付けられるようになっ
ている。そして、読取状態の項目には、該当するタグリーダ８を用いて陳列部用電子タグ
６に記憶された情報が、読み取れる場合にＯＮ状態が登録され、読み取れない場合にＯＦ
Ｆ状態が登録されるようになっている。
【００４２】
　図９に示すように、管理コンピュータ２の表示部２３には、現在状態テーブルに基づい
て作成された管理画面が表示されるようになっている。この管理画面には、各商品陳列棚
１の棚板４の各段毎に、棚板４の段数と棚板４に載置された商品３の商品名とを表示する
とともに、棚板４を示す図形を桝目状に区切ることで商品３の載置位置を表示し、該当す
る各載置位置に商品３が、載置されているか否かを表示するようになっている。
【００４３】
　各棚板４の載置位置に商品３が載置されている場合には、該当する棚板４の載置位置に
取り付けられた陳列部用電子タグ６の情報がタグリーダ８を用いて読み取れないＯＦＦ状
態となっているため、管理画面における該当する載置位置を色付けして表示する。また、
各棚板４の載置位置に商品３が載置されていない場合には、該当する棚板４の載置位置に
取り付けられた陳列部用電子タグ６の情報がタグリーダ８を用いて読み取れるＯＮ状態と
なっているため、管理画面における該当する載置位置を白色で表示する。このように管理
画面では、各々の棚板４に対して、どの程度の数量の商品３が載置されているか管理者が
視認できるようになっている。
【００４４】
　図１０に示すように、履歴テーブルには、各商品陳列棚１における棚板４から商品３が
客の手に取られた時刻を示す更新時刻に対応付けて、客の手に取られた商品３の商品名と
、商品陳列棚１の番号と、棚板４の段数と、該当する棚板４のどの載置位置から客の手に
取られたかを示すための陳列部タグＩＤと、が登録される項目が設けられている。
【００４５】
　尚、本実施例では、各棚板４に載置される商品３の商品名を、陳列部用電子タグ６のＩ
Ｃチップ１４に事前に商品情報として書き込んでおくことで、タグリーダ８を用いて商品
名を読み取り、履歴テーブルに登録するようにしている。
【００４６】
　次に、本実施例における管理コンピュータ２の管理制御回路２７が実行する現在状態テ
ーブル及び履歴テーブルの更新処理を図１１のフローチャートに基づいて以下に説明する
。
【００４７】
　図１１に示すように、現在状態テーブル及び履歴テーブルの更新処理では、先ず、Ｓａ
０１のステップにおいて、管理制御回路２７は、棚制御回路９がタグリーダ８を用いて読
み取った陳列部用電子タグ６の読取情報を受信する。尚、この読取情報には、各陳列部用
電子タグ６において、ＩＣチップ１４に記憶された陳列部タグＩＤと、商品情報と、取付
位置情報と、を含んでいる。
【００４８】
　Ｓａ０２のステップにおいて、管理制御回路２７は、タグリーダ８によって読み取った
陳列部タグＩＤを、現在状態テーブルに登録されている陳列部タグＩＤと比較する。そし
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て、新規に陳列部タグＩＤの読取状態がＯＮ状態となっているか否かを判定し、新規に陳
列部タグＩＤの読取状態がＯＮ状態となっていれば、Ｓａ０４のステップに進み、新規に
陳列部タグＩＤの読取状態がＯＮ状態となっていなければ、Ｓａ０３のステップに進む。
【００４９】
　Ｓａ０４のステップにおいて、管理制御回路２７は、更新時刻をＲＴＣ２６により計時
して、履歴テーブルに登録するとともに、この更新時刻に対応付けて、新規に読取状態が
ＯＮ状態となった陳列部用電子タグ６の陳列部タグＩＤと、該当する陳列部用電子タグ６
が配置された商品陳列棚１と、その棚板４と、陳列部用電子タグ６から読み取られた読取
情報に含まれる商品３の商品名と、を履歴テーブルに登録する。
【００５０】
　尚、管理者は、履歴テーブルを管理コンピュータ２の表示部２３に直接表示させること
で、どの商品３がいつ客の手に取られたかを把握できるようになっている。この履歴テー
ブルを参照することで、所定の商品３が最もよく売れる時間帯を調査したり、各商品３の
回転率等を調査したりすることができ、管理者は商品３の動向を把握することができる。
【００５１】
　Ｓａ０３のステップにおいて、受信した読取情報に基づいて、現在状態テーブルの読取
状態を更新する。このとき、更新する直前の現在状態テーブルの読取状態と同一であれば
、同一の読取状態を現在状態テーブルに上書きする。また、受信した読取情報にＯＮ状態
からＯＦＦ状態となった陳列部タグＩＤが含まれていれば、該当する陳列部タグＩＤをＯ
Ｎ状態からＯＦＦ状態に書き換える更新を行うとともに、受信した読取情報にＯＦＦ状態
からＯＮ状態となった陳列部タグＩＤが含まれていれば、該当する陳列部タグＩＤをＯＦ
Ｆ状態からＯＮ状態に書き換える更新を行い、更新処理を終了し、Ｓａ０１のステップに
戻る。
【００５２】
　以上、本実施例における電磁波タグでは、陳列部用電子タグ６のアンテナ部１６と妨害
部１７とが、互いに離間する送受信可能位置と、互いに近接する送受信不能位置との間で
、可動されるようになっていることで、陳列部用電子タグ６の送受信可能状態と送受信不
能状態とを適宜変更することができ、妨害部１７をアンテナ部１６に近接させれば、タグ
リーダ８の読取可能範囲にあっても、陳列部用電子タグ６の情報をタグリーダ８に読み取
らせないようにでき、かつ妨害部１７をアンテナ部１６から離間させれば、陳列部用電子
タグ６の情報をタグリーダ８に読み取らせることができる。
【００５３】
　また、陳列部用電子タグ６が、妨害部１７をアンテナ部１６から離間させる方向に付勢
する付勢手段としてのシート基材１８を備えることで、陳列部用電子タグ６に対して外力
が加わらない状態では、シート基材１８の付勢手段により自動的に陳列部用電子タグ６を
送受信可能状態とすることができる。
【００５４】
　また、陳列部用電子タグ６のアンテナ部１６と妨害部１７とが、互いに連結される連結
部としての折曲部２０を介して揺動可能となっていることで、折曲部２０を介する揺動と
いう簡素な構成により、妨害部１７をアンテナ部１６から離間させたり、妨害部１７をア
ンテナ部１６に近接させたりできる陳列部用電子タグ６を容易に製作できる。
【００５５】
　また、陳列部用電子タグ６の妨害部１７とアンテナ部１６とが互いに近接する方向に外
力が加わらない状態において、アンテナ部１６と妨害部１７とがなす角度θを、直角以下
の角度に維持する維持手段としてのシート基材１８を備えることで、商品３が陳列部用電
子タグ６に当接された際に、妨害部１７とアンテナ部１６とが互いに近接する方向に外力
を加え易くなり、陳列部用電子タグ６を送受信不能状態とすることができ、陳列部用電子
タグ６を外力により作動する検知スイッチや検知センサ等の代替品として使用することが
できる。
【実施例２】
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【００５６】
　次に、実施例２に係る電磁波タグにつき、図１２から図１５を参照して説明する。尚、
前記実施例に示される構成部分と同一構成部分に付いては同一符号を付して重複する説明
を省略する。図１２（ａ）は、実施例２における棚板に商品が載置される前の状態を示す
縦断側面図であり、図１２（ｂ）は、棚板に商品が載置された後の状態を示す縦断側面図
であり、図１３は、商品陳列装置のシステム構成を示すブロック図であり、図１４は、カ
ウンターテーブルを示す図であり、図１５は、管理制御回路で行われる更新処理のフロー
チャートである。
【００５７】
　図１２（ａ）及び図１２（ｂ）に示すように、実施例２における商品陳列棚１は、実施
例１と異なり、陳列部用電子タグ６が棚板４に取り付けられておらず、その代わり陳列部
用電子タグ６と同一構成をなす、商品用電子タグ６ａが各商品３の底面に貼り付けられて
いる。尚、実施例２における商品用電子タグ６ａは、実施例１の陳列部用電子タグ６と同
様に、磁性シート２２（磁性部材）を介して商品３に取り付けられるため、商品３が缶詰
や缶入飲料等の金属製物品であっても使用することができる。
【００５８】
　図１２（ａ）に示すように、商品３が棚板４に載置される直前、または、商品３が棚板
４から取り除かれた直後の状態では、商品用電子タグ６ａの妨害部１７がアンテナ部１６
から離間されており、アンテナ部１６とタグリーダ８との間で、電磁波を用いた通信が可
能になる。
【００５９】
　図１２（ｂ）に示すように、商品３が棚板４の上面に載置された状態では、商品用電子
タグ６ａは、商品３と棚板４との間に挟まれるので、商品３の自重により妨害部１７がア
ンテナ部１６に近接する方向に揺動移動されるようになっている。このとき妨害部１７が
アンテナ部１６に接触（近接）し、妨害部１７により電磁波が遮蔽されるようになり、ア
ンテナ部１６とタグリーダ８との間で、電磁波を用いた通信が不可能になる。
【００６０】
　実施例２における商品陳列装置のシステム構成を説明する。図１３に示すように、実施
例２における商品陳列装置は、実施例１と同一構成の管理コンピュータ２を備えている。
【００６１】
　また、実施例２における商品陳列棚１には、各棚板４に載置される複数の商品３のそれ
ぞれに取り付けられた商品用電子タグ６ａと、各々の商品３の商品用電子タグ６ａに記憶
された情報を読み取るタグリーダ８と、各タグリーダ８を制御するための棚制御回路９と
、を有している。
【００６２】
　尚、実施例２における棚制御回路９は、実施例１の棚制御回路９と異なり、常時、タグ
リーダ８を作動させて商品用電子タグ６ａから情報を読み取るようにしており、棚制御回
路９は、タグリーダ８を用いて新規に読み取られた商品用電子タグ６ａの読取情報のみを
管理コンピュータ２に送信するようにしている。
【００６３】
　尚、各商品３に取り付けられた商品用電子タグ６ａのＩＣチップ１４には、該当する商
品用電子タグ６ａに固有に付与された商品タグＩＤや、貼付対象となった商品３の商品名
等の商品３に関する商品情報などが記憶されている。
【００６４】
　尚、実施例２における管理コンピュータ２の記憶部２５には、図１４に示すように、商
品陳列棚１の棚板４に載置された各商品３が客の手に取られた回数をカウントして登録す
るカウンターテーブルが記憶されている。
【００６５】
　カウンターテーブルには、商品用電子タグ６ａの商品名に対応付けて、該当する商品用
電子タグ６ａが取り付けられた商品３の商品名と、その商品３が客の手に取られた回数を
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示すカウントと、カウントが更新された時刻を示す更新時刻と、最も新規に読み取られた
商品用電子タグ６ａの商品タグＩＤと、が登録される項目が設けられている。
【００６６】
　次に、本実施例における管理コンピュータ２の管理制御回路２７が実行するカウンター
テーブルの更新処理を図１５のフローチャートに基づいて以下に説明する。
【００６７】
　図１５に示すように、カウンターテーブルの更新処理では、先ず、Ｓｂ０１のステップ
において、管理制御回路２７は、棚制御回路９がタグリーダ８を用いて新規に読み取った
商品用電子タグ６ａの読取情報を受信する。尚、この読取情報には、商品用電子タグ６ａ
のＩＣチップ１４に記憶された商品タグＩＤと商品情報とを含んでいる。
【００６８】
　Ｓｂ０２のステップにおいて、管理制御回路２７は、受信した読取情報に基づいて、カ
ウンターテーブルにおける新規に読み取られた読取情報の商品名に対応するカウントの項
目に１を加算とともに、該当する商品名に対応する更新時刻の項目にＲＴＣ２６により計
時した時刻を登録し、更に、読取情報に含まれる商品タグＩＤを登録する。尚、更新時刻
と商品タグＩＤの項目は、既に登録された情報があれば、その登録情報に上書きするよう
になっている。そして、Ｓｂ０１のステップに戻る。
【００６９】
　尚、実施例２では、一旦、棚板４から取り除かれた商品３が再び棚板４に戻されて、そ
の後、再度、同じ商品３が棚板４から取り除かれた際にも、カウンターテーブルにおける
該当する商品３の商品名に対応するカウントの項目に１を加算ようになっている。
【００７０】
　従来、客が購入した商品３に関する商品３の動向については、レジ等で行われる会計処
理に基づいて把握することができたが、店頭の商品陳列棚１において商品３の陳列の仕方
等を変更した際などに生じる店頭での宣伝効果の変化などを把握や、商品陳列棚１の前に
立つ客が、どの商品３に興味を引いているかを把握することはできなかった。しかしなが
ら、本実施例の商品陳列装置では、客が実際に商品３を購入しなくとも、商品陳列棚１の
棚板４から商品３を手に取るだけで、カウンターテーブルが更新されるため、客が商品陳
列棚１からどの商品３をより多く手に取ったかを記録することができ、商品陳列棚１の前
（店頭）において客の興味を引いている商品３の動向を管理者が容易に把握することがで
きるようになっている。
【実施例３】
【００７１】
　次に、実施例３に係る電磁波タグにつき、図１６及び図１７を参照して説明する。尚、
前記実施例と同一構成で重複する構成を省略する。図１６は、実施例３における陳列部用
電子タグを示す斜視図である。
【００７２】
　図１６に示すように、実施例３における陳列部用電子タグ６ｂは、情報が記憶されたＩ
Ｃチップ（図示略）と、このＩＣチップに記憶された情報を電磁波を用いて送受信するた
めのコイルアンテナ１５と、を有する略シート状をなすアンテナ部１６を備えており、こ
のアンテナ部１６とタグリーダ（図示略）が電磁波を用いて通信可能となっている。また
、アンテナ部１６はその下面側が、棚板４に貼り付けるための貼付面２１となっており、
この貼付面２１には、本実施例における磁性部材としての磁性シート２２が設けられてい
る。
【００７３】
　また、アンテナ部１６の上面側には、アンテナ部１６とタグリーダ（図示略）との通信
に用いられる電磁波を妨害する２つ妨害部１７ｂが設けられている。この妨害部１７ｂは
、合成樹脂等の材質で形成されたシート基材１８ｂに電磁波遮蔽シート１９が貼り付けら
れている。
【００７４】
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　更に、シート基材１８ｂに切り込みを形成することにより、矩形状をなす２つの妨害部
１７ｂが形成されている。この２つの妨害部１７ｂは、上方に突出するように山折りに形
成されており、互いに反対側の縁辺が折曲部２０ｂ（連結部）として形成されて揺動可能
になっている。尚、本実施例における付勢手段及び維持手段としてのシート基材１８ｂが
有する復元力により、妨害部１７ｂがアンテナ部１６から離間される方向に移動付勢され
ている。
【００７５】
　図１７に示すように、陳列部用電子タグ６ｂの左右両側縁に妨害部１７ｂの折曲部２０
ｂが配置されることで、陳列部用電子タグ６ｂの左右のいずれの方向から商品３が棚板４
上をスライド移動してきても、妨害部１７ｂがアンテナ部１６に接触（近接）する方向に
移動されるようになる。
【００７６】
　また、陳列部用電子タグ６ｂ妨害部１７ｂが、山折りに折り曲げられていることで、妨
害部１７ｂがアンテナ部１６から離間されたときに、アンテナ部１６と妨害部１７ｂとの
離間幅、すなわち陳列部用電子タグ６ｂの厚みを小さく構成することでき、コンパクトな
陳列部用電子タグ６ｂを提供することができる。
【実施例４】
【００７７】
　次に、実施例４に係る電磁波タグにつき、図１８を参照して説明する。尚、前記実施例
と同一構成で重複する構成を省略する。図１８は、実施例４における陳列部用電子タグを
示す斜視図である。
【００７８】
　図１８に示すように、実施例４における陳列部用電子タグ６ｃは、情報が記憶されたＩ
Ｃチップ（図示略）と、このＩＣチップに記憶された情報を電磁波を用いて送受信するた
めのコイルアンテナ１５と、を有する略シート状をなすアンテナ部１６を備えており、こ
のアンテナ部１６とタグリーダ（図示略）が電磁波を用いて通信可能となっている。また
、アンテナ部１６はその下面側が、棚板４に貼り付けるための貼付面（図示略）となって
おり、この貼付面には、本実施例における磁性部材としての磁性シート１９が設けられて
いる。
【００７９】
　また、アンテナ部１６の上面側には、アンテナ部１６とタグリーダ（図示略）との通信
に用いられる電磁波を妨害する妨害部１７ｃが設けられている。この妨害部１７ｃは、合
成樹脂等の材質で形成されたシート基材１８ｃの全面に電磁波遮蔽シート１９が貼り付け
られている。尚、シート基材１８ｃは、長方形状をなしており、山折り及び谷折りに複数
回折り曲げられ、その両端がアンテナ部１６に接着されている。
【００８０】
　シート基材１８ｃの全面に電磁波遮蔽シート１９が貼り付けられているため、陳列部用
電子タグ６ｃの上方から商品（図示略）が載置された際に、シート基材１８ｃが広がる範
囲、すなわち妨害部１７ｃが広がってアンテナ部１６に接触（近接）する範囲が広くなり
、確実にアンテナ部１６とタグリーダ（図示略）との通信に用いられる電磁波を遮断する
ことができる。
【００８１】
　また、陳列部用電子タグ６ｃ妨害部１７ｃが、谷折りに折り曲げられていることで、妨
害部１７ｃがアンテナ部１６から離間されたときに、アンテナ部１６と妨害部１７ｃとの
離間幅、すなわち陳列部用電子タグ６ｃの厚みを小さく構成することでき、コンパクトな
陳列部用電子タグ６ｃを提供することができる。
【実施例５】
【００８２】
　次に、実施例５に係る電磁波タグにつき、図１９を参照して説明する。尚、前記実施例
と同一構成で重複する構成を省略する。図１９は、実施例５における陳列部用電子タグを
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示す斜視図である。
【００８３】
　図１９に示すように、実施例５における陳列部用電子タグ６ｄは、情報が記憶されたＩ
Ｃチップ（図示略）と、このＩＣチップに記憶された情報を電磁波を用いて送受信するた
めのコイルアンテナ１５と、を有する略シート状をなすアンテナ部１６を備えており、こ
のアンテナ部１６とタグリーダ（図示略）が電磁波を用いて通信可能となっている。また
、アンテナ部１６はその下面側が、棚板４に貼り付けるための貼付面（図示略）となって
おり、この貼付面には、本実施例における磁性部材としての磁性シート２２が設けられて
いる。
【００８４】
　また、アンテナ部１６の上面側には、アンテナ部１６とタグリーダ（図示略）との通信
に用いられる電磁波を妨害する妨害部１７ｄが設けられている。この妨害部１７ｄは、合
成樹脂等の材質で形成されたシート基材１８ｄの一部に電磁波遮蔽シート１９が貼り付け
られている。尚、シート基材１８ｄは、長方形状をなしており、シート基材１８ｄの中央
部にアンテナ部１６と同一寸法の電磁波遮蔽シート１９が貼り付けられている。シート基
材１８ｄの左右両側は、複数回折り曲げられて折曲部２０ｄが形成されている。
【００８５】
　このようにアンテナ部１６と同一寸法の電磁波遮蔽シート１９とすることで、陳列部用
電子タグ６ｄの製作にかかる電磁波遮蔽シート１９の使用量が少なくて済むようになって
いる。陳列部用電子タグ６ｄの上方から商品（図示略）が載置された際には、折曲部２０
ｄが折り曲げられて妨害部１７ｄがアンテナ部１６に接触（近接）されるようになってい
る。
【実施例６】
【００８６】
　次に、実施例６に係る電磁波タグにつき、図２０を参照して説明する。尚、前記実施例
と同一構成で重複する構成を省略する。図２０は、実施例６における陳列部用電子タグを
示す斜視図である。
【００８７】
　図２０に示すように、実施例６における陳列部用電子タグ６ｅは、情報が記憶されたＩ
Ｃチップ（図示略）と、このＩＣチップに記憶された情報を電磁波を用いて送受信するた
めのコイルアンテナ１５と、を有する略シート状をなすアンテナ部１６を備えており、こ
のアンテナ部１６とタグリーダ（図示略）が電磁波を用いて通信可能となっている。また
、アンテナ部１６はその下面側が、棚板４に貼り付けるための貼付面（図示略）となって
おり、この貼付面には、本実施例における磁性部材としての磁性シート２２が設けられて
いる。
【００８８】
　また、アンテナ部１６の上面側には、アンテナ部１６とタグリーダ（図示略）との通信
に用いられる電磁波を妨害する妨害部１７ｅが設けられている。この妨害部１７ｅは、合
成樹脂等の材質で形成されたシート基材１８ｅの略半分に電磁波遮蔽シート１９が貼り付
けられている。尚、シート基材１８ｅは、正方形状をなしており、シート基材１８ｅとア
ンテナ部１６とが同一寸法となっている。
【００８９】
　アンテナ部１６において、コイルアンテナ１５が設けられる位置は、シート基材１８ｅ
における電磁波遮蔽シート１９が設けられた位置、すなわち妨害部１７ｅがある位置のみ
となっている。そして、シート基材１８ｅは、その対角線上に設けられた折曲部２０ｅを
軸として電磁波遮蔽シート１９が設けられた半分の範囲のみが揺動移動される。このよう
な陳列部用電子タグ６ｅは、特に大きな寸法の陳列部用電子タグ６ｅを製作する際に用い
られる。
【実施例７】
【００９０】
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　次に、実施例７に係る電磁波タグにつき、図２１を参照して説明する。尚、前記実施例
と同一構成で重複する構成を省略する。図２１は、実施例７における電子タグカードを示
す斜視図である。
【００９１】
　図２１に示したのは、交通機関の乗車カードや電子マネーや社員証などに用いられる電
子カード６ｆ（電子タグ，電磁波タグ）である。この電子カード６ｆには、情報が記憶さ
れたＩＣチップ１４Ｆと、このＩＣチップ１４Ｆに記憶された情報を電磁波を用いて送受
信するためのコイルアンテナ１５ｆと、を有する略カード状をなすアンテナ部１６ｆを備
えており、このアンテナ部１６ｆとタグリーダ（図示略）が電磁波を用いて通信可能とな
っている。
【００９２】
　また、アンテナ部１６ｆにおける端縁には、アンテナ部１６ｆとタグリーダ（図示略）
との通信に用いられる電磁波を妨害する妨害部１７ｆが揺動可能に設けられている。この
妨害部１７ｆは、電磁波遮蔽シートにより形成されているとともに、妨害部１７ｆとアン
テナ部１６ｆとが同一寸法となっている。
【００９３】
　実施例７における電子カード６ｆでは、妨害部１７ｆをアンテナ部１６ｆに近接させる
方向に揺動移動させ、妨害部１７ｆとアンテナ部１６ｆを互いに接触（近接）させると、
妨害部１７ｆにより電磁波が遮蔽されるようになり、アンテナ部１６ｆとタグリーダ（図
示略）との間で、電磁波を用いた通信が不可能になる。
【００９４】
　電子カード６ｆの情報をタグリーダ（図示略）に読み取らせる際には、妨害部１７ｆを
アンテナ部１６ｆから離間させればよい。そのため電子カード６ｆの使用者が、電子カー
ド６ｆの読取可能状態及び読取不可能状態を適宜切り換えることができる。そのため電子
カード６ｆの所持者が誤ってタグリーダ（図示略）に近づいてしまったときなどに、不用
意に電子カード６ｆの情報が読み取られることを防止できるばかりか、スキミング犯罪等
により電子カード６ｆの情報（個人情報）が盗み取られることも防止できる。
【実施例８】
【００９５】
　次に、実施例８に係る電磁波タグにつき、図２２を参照して説明する。尚、前記実施例
と同一構成で重複する構成を省略する。図２２は、実施例８における陳列部用電子タグを
示す斜視図である。
【００９６】
　図２２に示すように、実施例８における陳列部用電子タグ６ｇは、情報が記憶されたＩ
Ｃチップ（図示略）と、このＩＣチップに記憶された情報を電磁波を用いて送受信するた
めのコイルアンテナ１５と、を有する略シート状をなすアンテナ部１６を備えており、こ
のアンテナ部１６とタグリーダ（図示略）が電磁波を用いて通信可能となっている。また
、アンテナ部１６はその下面側が、棚板４に貼り付けるための貼付面（図示略）となって
おり、この貼付面には、本実施例における磁性部材としての磁性シート２２が設けられて
いる。
【００９７】
　また、アンテナ部１６の上面側には、アンテナ部１６とタグリーダ（図示略）との通信
に用いられる電磁波を妨害する妨害部１７ｇが設けられている。この妨害部１７ｇは、合
成樹脂等の材質で形成されたシート基材１８ｇに電磁波遮蔽シート１９が貼り付けられて
いる。尚、シート基材１８ｇは、正方形状をなし、その中央部に切り込みが形成されて２
つの揺動片として構成されおり、各シート基材１８ｇ，１８ｇが折曲部２０を軸として別
々に揺動移動されるようになっている。
【００９８】
　両方のシート基材１８ｇ，１８ｇがアンテナ部１６から離間された状態では、アンテナ
部１６とタグリーダ（図示略）とが電磁波を用いて通信可能な状態となっている。この状
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態が本実施例における送受信可能位置（非妨害位置）となっている。
【００９９】
　また、両方のシート基材１８ｇ，１８ｇが揺動移動されて妨害部１７がアンテナ部１６
の全範囲を覆うと、妨害部１７により電磁波が遮蔽されるようになり、アンテナ部１６と
タグリーダ８との間で、電磁波を用いた通信が不可能になる。この状態が本実施例におけ
る送受信不能位置（妨害位置）となっている。
【０１００】
　更に、いずれか一方のシート基材１８ｇが揺動されて妨害部１７がアンテナ部１６の半
分の範囲（所定範囲）を覆うと、アンテナ部１６とタグリーダ８との間で、電磁波を用い
た通信は可能であるが、妨害部１７によりアンテナ部１６から送信される電磁波（電波）
の周波数が変調されるようになる。この状態が本実施例における電磁波変調位置（妨害位
置）となっている。尚、電磁波変調位置（妨害位置）の陳列部用電子タグ６ｇは、送受信
可能位置（非妨害位置）の陳列部用電子タグ６ｇよりも電磁波の出力範囲が狭まるように
なり、タグリーダによって読み取られる範囲が小さくなる。
【０１０１】
　実施例８における陳列部用電子タグ６ｇでは、商品を棚板上に配置する際に、その商品
が正確な位置に配置されずに陳列部用電子タグ６ｇの片側半分に配置されてしまって、一
方のシート基材１８ｇが揺動移動されるような場合に、アンテナ部１６から送信される電
磁波の周波数の変調の有無をタグリーダが検出することで、該当する陳列部用電子タグ６
ｇ上に正確に商品が配置されていないことを検知できるようになる。
【実施例９】
【０１０２】
　次に、実施例９に係る電磁波タグにつき、図２３から図２５を参照して説明する。尚、
前記実施例と同一構成で重複する構成を省略する。図２３は、実施例９における陳列部用
電子タグを示す斜視図であり、図２４は、現在状態テーブルを示す図であり、図２５は、
管理制御回路で行われる更新処理のフローチャートである。尚、実施例９における商品陳
列装置のシステム構成は、実施例１における商品陳列装置と同一となっており、前記実施
例１に示される構成部分と同一構成部分に付いては同一符号を付して説明する（図７参照
）。
【０１０３】
　図２３に示すように、実施例９における陳列部用電子タグ６ｈは、情報が記憶されたＩ
Ｃチップ１４と、このＩＣチップ１４に記憶された情報を電磁波を用いて送受信するため
のコイルアンテナ１５と、を有する略シート状をなすアンテナ部１６を備えており、この
アンテナ部１６とタグリーダ８が電磁波を用いて通信可能となっている。また、アンテナ
部１６はその下面側が、棚板４に貼り付けるための貼付面となっており、この貼付面には
、本実施例における磁性部材としての磁性シート２２が設けられている。
【０１０４】
　また、アンテナ部１６の上面側には、アンテナ部１６とタグリーダ８との通信に用いら
れる電磁波を妨害する妨害部１７ｈが設けられている。この妨害部１７ｈは、合成樹脂等
の材質で形成されたシート基材１８ｈの略半分に電磁波遮蔽シート１９が貼り付けられて
いる。尚、シート基材１８ｈは、正方形状をなしており、シート基材１８ｈとアンテナ部
１６とが同一寸法となっている。
【０１０５】
　アンテナ部１６において、コイルアンテナ１５の大きさは、アンテナ部１６の全範囲に
広がる大きさとなっている。そして、シート基材１８ｈは、その対角線上に設けられた折
曲部２０ｈを軸として電磁波遮蔽シート１９が設けられた半分の範囲のみが揺動移動され
る。
【０１０６】
　電磁波遮蔽シート１９が設けられた半分の範囲のシート基材１８ｈがアンテナ部１６か
ら離間された状態では、アンテナ部１６とタグリーダ８とが電磁波を用いて通信可能な状
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態となっている。そして、シート基材１８ｈが揺動されて妨害部１７がアンテナ部１６の
半分の範囲（所定範囲）を覆うと、アンテナ部１６とタグリーダ８との間で、電磁波を用
いた通信は可能であるが、妨害部１７によりアンテナ部１６から送信される電磁波（電波
）の周波数が変調されるようになる。
【０１０７】
　実施例９における陳列部用電子タグ６ｈでは、陳列部用電子タグ６ｈ上に商品が載置さ
れることで、妨害部１７ｈが揺動移動されるようになっている。このとき妨害部１７ｈが
アンテナ部１６に接触（近接）して妨害部１７がアンテナ部１６の半分の範囲（所定の範
囲）を覆うことで、妨害部１７ｈによりアンテナ部１６から送信される電磁波が妨害され
て変調されるようになる。この状態が本実施例における電磁波変調位置（妨害位置）とな
っている。
【０１０８】
　尚、実施例９におけるタグリーダ８は、電磁波（電波）を用いて棚板４に取り付けられ
た陳列部用電子タグ６ｈと通信可能となっているとともに、陳列部用電子タグ６ｈのアン
テナ部１６から送信される電磁波の周波数の変調も検出できるようになっている。更に尚
、タグリーダ８は、アンテナ部１６の電磁波が妨害部１７ｈにより変調されても、アンテ
ナ部１６との間で電磁波を用いた通信が可能になっている。
【０１０９】
　そのため妨害部１７ｈがアンテナ部１６から離間された送受信可能位置（非妨害位置）
、または、妨害部１７ｈがアンテナ部１６に接触（近接）された電磁波変調位置（妨害位
置）のいずれの位置の陳列部用電子タグ６ｈであっても、その陳列部用電子タグ６ｈのＩ
Ｃチップ１４に記憶された情報を読み取ることができ、管理コンピュータ２は陳列部用電
子タグ６ｈの存在を常時確認することができる。
【０１１０】
　管理コンピュータ２の記憶部２５には、棚板４に配置されている陳列部用電子タグ６ｈ
の現在状態を登録する現在状態テーブルが記憶されている（図２４参照）。尚、管理コン
ピュータ２の記憶部２５には、実施例１と同様に履歴テーブルも記憶されている（図１０
参照）。
【０１１１】
　現在状態テーブルには、各商品陳列棚１の番号と、該商品陳列棚１における棚板４の各
段に対応付けて、該当する棚板４に取り付けられた陳列部用電子タグ６ｈの陳列部タグＩ
Ｄと、該当する陳列部用電子タグ６ｈから送信される電磁波の周波数が変調しているか否
かを示す周波数状態の項目が設けられている。
【０１１２】
　そして、周波数状態の項目には、タグリーダ８を用いて陳列部用電子タグ６ｈから送信
される電磁波の周波数が、変調している場合に「変調あり」が登録され、変調していない
場合に「変調なし」が登録されるようになっている。尚、「変調あり」の陳列部用電子タ
グ６ｈ上には、商品３が載置されている状態となっており、「変調なし」の陳列部用電子
タグ６ｈ上には、商品３が載置されていない状態となっている。
【０１１３】
　次に、実施例９における管理コンピュータ２の管理制御回路２７が実行する現在状態テ
ーブル及び履歴テーブルの更新処理を図２５のフローチャートに基づいて以下に説明する
。
【０１１４】
　図２５に示すように、現在状態テーブル及び履歴テーブルの更新処理では、先ず、Ｓｃ
０１のステップにおいて、管理制御回路２７は、棚制御回路９がタグリーダ８を用いて読
み取った陳列部用電子タグ６ｈの読取情報を受信する。尚、この読取情報には、各陳列部
用電子タグ６ｈにおいて、ＩＣチップ１４に記憶された陳列部タグＩＤと、商品情報と、
取付位置情報と、アンテナ部１６から送信される電磁波の周波数情報と、を含んでいる。
【０１１５】
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　Ｓｃ０２のステップにおいて、管理制御回路２７は、タグリーダ８によって読み取った
陳列部タグＩＤを、現在状態テーブルに登録されている陳列部タグＩＤと比較する。そし
て、新規に陳列部タグＩＤの周波数状態が「変調なし」状態となっているか否かを判定し
、新規に陳列部タグＩＤの周波数状態が「変調なし」状態となっていれば、Ｓｃ０４のス
テップに進み、新規に陳列部タグＩＤの周波数状態が「変調なし」状態となっていなけれ
ば、Ｓｃ０３のステップに進む。
【０１１６】
　Ｓｃ０４のステップにおいて、管理制御回路２７は、更新時刻をＲＴＣ２６により計時
して、履歴テーブルに登録するとともに、この更新時刻に対応付けて、新規に周波数状態
が「変調なし」状態となった陳列部用電子タグ６ｈの陳列部タグＩＤと、該当する陳列部
用電子タグ６ｈが配置された商品陳列棚１と、その棚板４と、陳列部用電子タグ６ｈから
読み取られた読取情報に含まれる商品３の商品名と、を履歴テーブルに登録する。
【０１１７】
　Ｓｃ０３のステップにおいて、受信した読取情報に基づいて、現在状態テーブルの周波
数状態を更新する。このとき、更新する直前の現在状態テーブルの周波数状態と同一であ
れば、同一の周波数状態を現在状態テーブルに上書きする。また、受信した読取情報に「
変調なし」状態から「変調あり」状態となった陳列部タグＩＤが含まれていれば、該当す
る陳列部タグＩＤを「変調なし」状態から「変調あり」状態に書き換える更新を行うとと
もに、受信した周波数情報に「変調あり」状態から「変調なし」状態となった陳列部タグ
ＩＤが含まれていれば、該当する陳列部タグＩＤを「変調あり」状態から「変調なし」状
態に書き換える更新を行い、更新処理を終了し、Ｓｃ０１のステップに戻る。
【０１１８】
　以上、実施例９における電磁波タグでは、陳列部用電子タグ６ｈが、妨害位置では、ア
ンテナ部１６から送信される電磁波が変調されるようになり、非妨害位置では、アンテナ
部１６から送信される電磁波が変調されないようになっていることで、陳列部用電子タグ
６ｈのアンテナ部１６と妨害部１７ｈとが互いに近接しているか離間しているかを識別で
きるようになる。このようにアンテナ部１６と妨害部１７ｈとの近接または離間を識別す
ることで、陳列部用電子タグ６ｈをスイッチやセンサ等の代替品として使用することがで
きる。
【実施例１０】
【０１１９】
　次に、実施例１０に係る電磁波タグにつき、図２６及び図２７を参照して説明する。尚
、前記実施例と同一構成で重複する構成を省略する。図２６は、実施例１０における陳列
部用共振タグを示す斜視図であり、図２７は、共振タグにおけるアンテナ部の構成を示す
回路図である。
【０１２０】
　図２６及び図２７に示すように、実施例１０における電磁波タグは、アンテナ部１６ｉ
に共振タグを用いた陳列部用共振タグ６ｉとなっている。共振タグで構成されるアンテナ
部１６ｉには、電磁波（電波）を用いてタグリーダ（図示略）と送受信を行うためのコイ
ルアンテナ１５ｉと、タグリーダ（図示略）から照射される電磁波の磁束の変化により誘
導起電力がコイルアンテナ１５ｉに生じた際に該電力を蓄電するコンデンサ部２８と、が
設けられている。このコイルアンテナ１５ｉとコンデンサ部２８とが接続されて共振回路
を構成している。
【０１２１】
　タグリーダ（図示略）は電磁波の送信または受信を連続的に繰り返すようになっており
、タグリーダ（図示略）からの電磁波を受信した陳列部用共振タグ６ｉは、そのとき生じ
た電力をコンデンサ部２８に蓄電し、タグリーダ（図示略）から照射される電磁波が停止
すると、コンデンサ部２８に蓄電された電力を用いてコイルアンテナ１５ｉから電磁波を
送信する。そのコイルアンテナ１５ｉから送信された電磁波をタグリーダ（図示略）が受
信するようになっている。
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【０１２２】
　図２６に示すように、陳列部用共振タグ６ｉは、前述した実施例１の陳列部用電子タグ
６と同様に、アンテナ部１６ｉの下面側が、棚板４に貼り付けるための貼付面（図示略）
となっており、この貼付面には、本実施例における磁性部材としての磁性シート２２が設
けられているとともに、アンテナ部１６ｉの上面側には、アンテナ部１６ｉとタグリーダ
（図示略）との送受信に用いられる電磁波を妨害する妨害部１７が設けられている。この
妨害部１７は、合成樹脂等の材質で形成されたシート基材１８に電磁波遮蔽シート１９が
貼り付けられている。また、妨害部１７はアンテナ部１６ｉの全範囲を覆うことができる
ようになっている。
【０１２３】
　妨害部１７がアンテナ部１６ｉから離間された状態が、本実施例における送受信可能位
置（非妨害位置）となっており、この送受信可能位置では、アンテナ部１６ｉから発せら
れる電磁波をタグリーダ８が読み取ることが可能な状態となっている。また、妨害部１７
がアンテナ部１６ｉに近接する方向に揺動移動され、妨害部１７がアンテナ部１６ｉに近
接または接触される状態が、本実施例における送受信不能位置（妨害位置）となっており
、この送受信不能位置では、アンテナ部１６ｉから発せられる電磁波をタグリーダ８が読
み取ることが不能な状態となっている。
【０１２４】
　尚、実施例１０では、妨害部１７がアンテナ部１６ｉの全範囲を覆うようになっている
が、実施例８及び実施例９のように、妨害部１７によってアンテナ部１６ｉの一部を覆う
ようにしてもよく、アンテナ部１６ｉの一部を覆うことでも、アンテナ部１６ｉから送信
される電磁波の周波数が変調されるので、陳列部用共振タグ６ｉの送受信状態を適宜変更
することができる。
【０１２５】
　以上、本実施例における電磁波タグでは、アンテナ部１６と妨害部１７とは、互いに近
接して妨害部１７が電磁波を妨害する妨害位置と、互いに離間して妨害部１７が電磁波を
妨害しない非妨害位置と、の間で、可動されるようになっていることで、電磁波タグ６が
妨害位置にあるときと非妨害位置にあるときとで、アンテナ部１６が発する電磁波の伝播
状態が異なるようになり、アンテナ部１６と妨害部１７との可動によって電磁波タグ６が
外部と行う送受信状態を適宜変更することができる。
【０１２６】
　以上、本発明の実施例を図面により説明してきたが、具体的な構成はこれら実施例に限
られるものではなく、本発明の要旨を逸脱しない範囲における変更や追加があっても本発
明に含まれる。
【０１２７】
　例えば、前記実施例では、ＩＣチップ１４とコイルアンテナ１５とがアンテナ部１６に
設けられる構成となっているが、アンテナ部１６には、少なくともコイルアンテナ１５が
設けられていればよく、ＩＣチップ１４はアンテナ部１６以外の妨害部１７等に設けられ
ていてもよい。
【図面の簡単な説明】
【０１２８】
【図１】実施例１における商品陳列棚を示す斜視図である。
【図２】商品陳列棚の棚板を示す縦断側面図である。
【図３】商品陳列棚の棚板を示す横断平面図である。
【図４】陳列部用電子タグを示す斜視図である。
【図５】陳列部用電子タグの妨害部の上下揺動を示す側面図である。
【図６】（ａ）は、陳列部用電子タグ上に商品が載置された状態を示す斜視図であり、（
ｂ）は、陳列部用電子タグ上の商品が取り除かれた状態を示す斜視図である。
【図７】商品陳列装置のシステム構成を示すブロック図である。
【図８】現在状態テーブルを示す図である。
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【図９】商品陳列棚の管理画面を示す図である。
【図１０】履歴テーブルを示す図である。
【図１１】管理制御回路で行われる更新処理のフローチャートである。
【図１２】（ａ）は、実施例２における棚板に商品が載置される前の状態を示す縦断側面
図であり、（ｂ）は、棚板に商品が載置された後の状態を示す縦断側面図である。
【図１３】商品陳列装置のシステム構成を示すブロック図である。
【図１４】カウンターテーブルを示す図である。
【図１５】管理制御回路で行われる更新処理のフローチャートである。
【図１６】実施例３における陳列部用電子タグを示す斜視図である。
【図１７】陳列部用電子タグの妨害部の可動を示す側面図である。
【図１８】実施例４における陳列部用電子タグを示す斜視図である。
【図１９】実施例５における陳列部用電子タグを示す斜視図である。
【図２０】実施例６における陳列部用電子タグを示す斜視図である。
【図２１】実施例７における電子タグカードを示す斜視図である。
【図２２】実施例８における陳列部用電子タグを示す斜視図である。
【図２３】実施例９における陳列部用電子タグを示す斜視図である。
【図２４】現在状態テーブルを示す図である。
【図２５】管理制御回路で行われる更新処理のフローチャートである。
【図２６】実施例１０における陳列部用共振タグを示す斜視図である。
【図２７】共振タグにおけるアンテナ部の構成を示す回路図である。
【符号の説明】
【０１２９】
１　　　　　　　　商品陳列棚
２　　　　　　　　管理コンピュータ
３　　　　　　　　商品
４　　　　　　　　棚板（金属製物品）
６　　　　　　　　陳列部用電子タグ（電子タグ，電磁波タグ）
６ａ　　　　　　　商品用電子タグ（電子タグ，電磁波タグ）
６ｂ、６ｃ　　　　陳列部用電子タグ（電子タグ，電磁波タグ）
６ｄ、６ｅ　　　　陳列部用電子タグ（電子タグ，電磁波タグ）
６ｆ　　　　　　　電子カード（電子タグ，電磁波タグ）
６ｇ、６ｈ　　　　陳列部用電子タグ（電子タグ，電磁波タグ）
６ｉ　　　　　　　陳列部用電子タグ（電子タグ，電磁波タグ）
８　　　　　　　　タグリーダ
１４、１４ｆ　　　ＩＣチップ（ＩＣチップ部）
１５、１５ｆ　　　コイルアンテナ
１５ｈ、１５ｉ　　コイルアンテナ
１６、１６ｆ　　　アンテナ部
１６ｉ　　　　　　アンテナ部
１７　　　　　　　妨害部
１７ｂ、１７ｃ　　妨害部
１７ｄ、１７ｅ　　妨害部
１７ｆ　　　　　　妨害部
１７ｇ、１７ｈ　　妨害部
１８　　　　　　　シート基材（付勢手段，維持手段）
１８ｂ、１８ｃ　　シート基材（付勢手段，維持手段）
１８ｄ、１８ｅ　　シート基材（付勢手段，維持手段）
１８ｇ、１８ｈ　　シート基材（付勢手段，維持手段）
１９　　　　　　　電磁波遮蔽シート（金属性材料）
２０　　　　　　　折曲部（連結部）
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２０ｂ、２０ｄ　　折曲部（連結部）
２０ｅ、２０ｈ　　折曲部（連結部）
２１　　　　　　　貼付面
２２　　　　　　　磁性シート（磁性部材）
２５　　　　　　　記憶部
２８　　　　　　　コンデンサ部

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】

【図６】 【図７】
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【図８】

【図９】

【図１０】

【図１１】

【図１２】 【図１３】
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【図１４】
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【図１６】

【図１７】
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【図２２】

【図２３】
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